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研究成果の概要（和文）：　環境問題が、公害病のような目に見える被害から、より潜在的な環境・健康リスク
へとシフトする中、それらを社会的、政策的に対処が必要な社会問題として広く市民の認識の共有を進めること
がより困難になりつつある。近年、こうした社会問題としての問題構築を進めるフレーミングの1つが、「環境
正義」、すなわち、環境リスクの不均等な配分などとして現れる環境的不公正の是正要求というフレーミングで
ある。これらは、人種問題、地域格差など、当該社会の歴史的文化的背景に大きく左右される。本研究では、日
米豪国際比較調査により、廃棄物、気候変動、原子力といった問題が社会的公正規範に転換される様式を比較・
検証した。

研究成果の概要（英文）： Since the nature of environmental issues has shifted from tangible health 
damages such as industrial pollution diseases to less visible potential environmental and health 
risks, it is becoming more and more difficult for wide range of citizens to share recognition of 
environmental problems that need regulatory policies. One of the recent framings that can promote to
 "construct" the issue as a "social problem" should be "environmental justice". Environmental 
justice frames attempt to problematize the issues as disproportionate distribution of environmental 
risks that should be rectified. Construction of effective environmental justice framings depends 
upon the historical and cultural background of each society such as racism and regional inequality. 
This research examined the manner in which environmental issues such as waste, climate change, and 
nuclear have been translated into social justice norms through international opinion surveys in 
Japan, the United States, and Australia. 

研究分野：環境社会学

キーワード： 環境社会学　環境リスク　環境正義・公正　社会構築主義
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　環境正義は、従来アメリカ的な「環境人種差別」撤廃運動としてのみ理解されがちであったが、近年、人種問
題としてのみならず、先進国、途上国の南北格差に由来する、有害廃棄物の越境移動、温暖化寄与物質の排出が
少ない島嶼諸国などがより被害を受ける「気候正義」などとして、また、環境負荷の配分の不公正のみならず、
環境的な意思決定に関する参加民主主義の欠如、被害者になりがちな先住民や少数民族などへの理解や認識の欠
如などが問題化しつつある。本研究では、環境問題のリスク化、グローバル化を背景としつつ、環境正義、環境
問題と社会的公正問題を多面的、複眼的な視点から分析する新たな視角を提示することに努めた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 日本における環境社会学的研究は、1960年代の産業公害研究が発端となっている。典型的に
は、飯島伸子の「被害/加害構造論」に見られるように、たとえば四大公害病患者の「被害」が健
康状態の悪化や経済的損失のみならず、社会的な偏見や差別にさらされたり、地域社会の中に対
立や分断が生じる等の、社会生活全体における被害の全体や、それを惹起させたり深刻化させた
政府・自治体の産業化推進を偏重した政策を分析した。 
 今日、健康被害をもたらす環境問題を見ると、水俣病、四日市ぜんそくのような、一定の地域
を範囲とし、ある程度特定可能な加害源や顕在的な病態を示す事例は相対的に少なくなり、環境
ホルモン、放射能、化学物質過敏症といった、広範囲の潜在的な加害源による、多様かつ原因特
定の困難さを伴う環境問題由来の疾患やリスクが問題化しつつある。「環境リスク社会」とも表
現しうるこのような状況においては、個人的な防衛策として、リスク回避のために安全な食品や
生活環境を求めたり、情報を検索する試みはなされるが、社会問題としてそれがいかなる問題性
を持つのか、なぜそれが生じ、どのような規制政策が必要とされるのかといった問題構築は、以
前にもまして困難となりつつある。環境問題は「地球規模の問題」として抽象化され、SDGs(持
続可能な発展のための目標)などとして全地球的な規範化されてきたが、それを実効的な政策へ
と転化させるためには、先進国から途上国に移動する有害廃棄物などに見られる加害/被害関係、
人種間、社会階層間の環境的な不公正(環境正義)などの構造分析が不可欠である。 
 そうした状況の中で、環境問題が「社会問題」として、どのようなメカニズムを経て「問題構
築」されてくるか、あるいは問題化に失敗するかについての分析をめざす、J.ハニガンなどの「社
会構築主義」的分析が注目されるに至った。本研究は、とりわけ、環境問題がその社会的公正性
に照らして「問題構築」される側面に注目して研究計画を立ててきた。 
 
２．研究の目的 
 
 われわれがめざす環境社会学的リスク認知研究においては、リスクが、認知者の社会的位置
(階層)や価値意識に従って、どのように社会的に「意味づけ」されるかが 1つの焦点となる。既
往の知見では、リスク認知の階層差が明らかに存在しており、概して下層や社会的信頼感の乏し
い層により残留放射能リスク等への危機感が強く表れた。こうした結果から、リスク認知と社会
(階層)的背景などを出発点として環境運動や世論喚起行動が展開され、政策化を求めていく「環
境正義」論的な「問題構築」過程の研究の必要性があると考えた。 
環境負荷やリスクの不均等な配分を問題にした「環境正義」論は、もともとはアメリカにおい
て有害廃棄物などの環境リスクが、有色人種地域に不均等に配分されている「環境人種差別」反
対運動の問題フレームを意味していたが、近年急速に広範な環境運動のレトリックとして世界
的に普及しつつある。その理由は、不均等配分の背景は、人種のみならず、地域格差、差別や貧
困など多様であり、世界各地に同様の不均等配分状況が存在すること、環境運動が争点化しやす
い直接的顕在的な被害から、慢性的長期的な環境リスクへと問題がシフトするにつれて、リスク
配分の不公正性が問題喚起のレトリックとして有効になってきたことなどである。 
本研究では、「環境格差」が人種差別、経済格差、地域格差などとの絡みでどのように存在し、
例えばアメリカの「公民権運動」、日本の四大公害問題など、社会運動や環境問題の歴史的背景
の中でどのように認知され、社会問題に昇華されてきたかについての機制の分析がめざされた。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の具体的方法としては、(1)環境リスクの問題構築と環境正義の理論的考察に向けた環
境リスク論、環境正義論に関する文献・理論研究、(2) 環境リスクの認知から社会問題化への問
題フレーム構築過程と、その阻害要因に関する、原発、有害化学物質、産業公害、食品公害、廃
棄物問題などの個別の問題群における、主として定性的な実証研究(環境運動事例の比較研究な
ど)、(3) グローバルに拡張された環境正義の 3側面(配分的、手続き的、認知的)と、各国の環
境問題、環境運動の状況、環境リスク認知のパターン、格差構造、社会的政治的信頼感などの国
際比較研究（定量調査と定性調査の両方）、の 3つの側面において研究を進めた。 
 
４．研究成果 
 
2019 年度 
 
2019 年度は、本研究プロジェクトの初年度であり、環境リスクが個人的な認知を出発点とし
ながらも、被害者や被害地域の偏り、社会階層的格差や地域格差との関連性などに関する社会問
題化の機縁を、各研究分担者の研究テーマについて、社会的な公正規範や歴史的文化的背景など



の文脈を勘案しながら、比較検討し、今後の研究計画の具体化を図った。 
 研究会を開催し、環境リスク論、環境正義論、とりわけ南北問題、マイノリティ問題などに関
連した国際比較的観点からの論考を研究会で分担者から報告し、国際比較研究に向けた視点の
深化を図った。具体的なテーマとしては、東日本大震災後の原発事故に伴う避難者のリスク回避
の問題、とりわけ県外避難者における低認知状態、避難先での社会的孤立、帰還への意思決定を
めぐる地元と避難地域の認識の差、食品公害被害者運動における、個人的、主観的な被害状況が
社会的に共有された環境不公正の問題フレームへと昇華していく過程、アメリカ、ワシントン州
の軍事核物質製造施設周辺住民の運動における情報公開をめぐる軍事施設が故の困難さなどに
ついても報告された。これら個別の事例が、環境リスク論や環境正義理論研究の枠組みの中でど
う位置づけられるのか、分析への適用可能性や有効性に関する議論を深めた。 
 
2020 年度 
 
次年度に実施を予定していた、環境リスク認知と社会的公正に関する定量的国際比較意識調
査にむけて、文献研究と定性的な現地調査を並行して行うのが本年度の予定していた研究スケ
ジュールであったが、アメリカ等へ渡航して現地で聞き取り調査を実施することが新型コロナ
の感染拡大に伴う渡航自粛勧告の発出により困難になったため、研究費の一部を繰り越し次年
度以降の実施とした。 
 本年度においては、研究分担者のうち、海外のフィールドを研究対象として持っている分担者
を中心として、各国における環境問題の特質や環境運動の展開の経緯、社会的公正と関係する環
境的イシューの状況、歴史的に問題化してきた社会的公正に関わるイシューと制度化・政策化の
経緯などを検討し、比較意識調査の対象とすべき社会の選定を進めた。その結果、「環境正義運
動」、すなわち、公民権運動を歴史的背景とした「環境人種差別撤廃運動」が展開されてきたア
メリカ、公害被害者運動などの歴史を持つ日本、自然保護、ウラン鉱山開発などをめぐって、先
住民、アボリジニ社会からの「環境正義運動」が展開されてきたオーストラリアが候補として挙
がった。 
 年度後半においては、これらの 3か国を念頭において、重大な環境問題、懸念される環境リス
クや健康リスク、環境負荷や環境リスクの配分状況と、人種・民族差、所得格差、地域格差等の
関連の程度、社会的信頼感、政治的有効感や政治への信頼感等、定量的調査で聞くべき質問項目
と、そこから導かれると思われる仮説の検討などを進めた。 
 
2021 年度 
 
これまで蓄積してきた定性的研究や過去に実施した国内外での定量的調査の結果から、日本、
アメリカ、オーストラリアの 3か国を選定し、年度後半に定量的意識調査を行った。 
 年度前半は、原発、有害化学物質、産業公害、食品公害などに関する個々人のリスク認知が、
どの程度、どのような意味で社会的公正性と関連づけられて認識されているか、リスク回避に向
けての個人レベルの対処が不十分であるとすれば、どのような集合的な対処や制度的なリスク
低減政策が必要だと考えられるかなどについての認識、各国の環境問題や環境運動が、どのよう
な社会的経済的地域的格差、歴史的背景や政治文化的背景をもっているかなどについての質問
項目の作成をめざして、毎月 1回程度、主として Zoom を用いたオンライン研究会で検討を重ね
た。 
 2022 年 2 月にウェブ調査により実査を行い、委託業者より 2 月半ばにローデータを得た。謝
金を用いて基礎的な属性とのクロス集計表を作成し、社会階層ごとの環境リスク認知の特徴、環
境イシューごとの環境的公正との関連の認知、環境問題認知と社会的信頼感、政治的有効性感覚、
参加民主主義的志向などとの関連について、オンライン研究会で検討し、基本的な理解を共有し
た。 
 
2022 年度 
 
最終年度は、これまでの調査活動の総括と、補充調査を中心に行った。とりわけ、2021 年度
後半に実施した、日本、アメリカ、オーストラリアの一般市民を対象にした、環境リスク意識、
環境政策等に関する比較意識調査の、集計・分析結果の読み込みに、年度の前半から中盤を充て
た。その結果、米豪と比較して日本において全般的に楽観的な環境リスク観が見られること、行
政が設定した農薬の残留基準値などに対する信頼感が比較的高いこと、アメリカにおいては、全
体的に環境問題より経済成長を志向する傾向が若干強いこと、人種・民族間に、環境負荷やリス
クの配分に関する不平等な状態が存在することが認識されていること、オーストラリアにおい
ては、先住民の問題、森林(山火事)、気候変動、海洋生態系などに関する関心が比較的強いこと
などを、特徴として捉えることができた。 
 年度後半においては、過去 3年間の研究成果を総括し、補充調査を行うべきイシューなどにつ
いても検討した。アメリカの環境正義の事例について、主として 1980 年代に問題化した有害廃
棄物処分場建設に関する事例に加えて、2000 年代に入ってからの事例として、アラバマ州アニ
ストンの化学工場からの廃棄物による汚染と健康被害の事例に着目し、現地の聞き取り調査を



行った。ここでは汚染除去と健康被害補償をめぐる訴訟に発展し、不十分ながらも和解が成立す
るなど、問題解決に向けたある程度の進展が見られたことなどについて、知見を得ることができ
た。 
 
日米豪環境意識比較調査について 
 
 10 人の環境社会学研究者からなる本研究チームは、2011 年度から環境リスク、環境問題と社
会的公正性に関する実証研究を行ってきた。当初の 4年間(2011-2014 年度)は、東日本大震災と
福島第一原発事故後の環境リスク意識の変化、リスク回避の様式など、図らずも非常に実践的な
内容を含むものとなった。その後、2015-2018 年度においては、隣接した東アジア諸国との比較
意識調査を計画し、日本、台湾、韓国の比較意識調査を実施した。次いで、2019-2022 年度にお
いては、欧米系の先進産業社会の環境リスク意識との比較調査をめざし、本調査を実施する運び
となった。 
 隣接する東アジア諸国との比較調査に比べて、環境問題自体の幅もその認識のされ方もより
多様になり、どのようなクエスチョネアにすべきか、比較しうるとすればどのような国かなどに
ついて、かなりの時間を討議に費やした。また、折しも新型コロナのパンデミックとも重なり、
現地調査も困難となり、研究の遂行にも苦労した。 
 そうした中で、環境リスクや環境問題と社会的公正のかかわりを考慮し、産業公害や地域格差
が環境問題をもたらす原因となった日本、人種問題や社会的格差が特徴的なアメリカ、比較的同
質性が高い社会でありながら、先住民問題や自然保護問題を抱えるオーストラリアという、3か
国を調査対象として選定した。 
 前半の 2 年間に準備を進め、質問紙の設計を進め、実査は 3 年目の年度末である 2022 年 1-2
月に、ウェブ調査の形で行った。調査実務は、クロスマーケティング社に委託し、3か国それぞ
れ 500 サンプルずつの 20-79 歳までの男女を対象とした全国データを収集した。以下はその集
計の例である。 
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